
●  SHOKO CHUKIN BANK

財務ハイライト

■ 収支の状況

業務粗利益 （単位：億円）

経常利益 （単位：億円）

経費 （単位：億円）・OHR （単位：％）

業務純益 （単位：億円）

与信費用 （単位：億円）

中間純利益 （単位：億円）
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（注）OHR=経費÷業務粗利益（国債等債券損益控除後）
経費（左軸） 　　OHR（右軸）

平成27年度中間期
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54.4

28年度中間期
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29年度中間期
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（注）（　）内は一般貸倒引当金繰入額控除前業務純益
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（注）平成29年度中間期の不良債権処理額には、
　　　一般貸倒引当金戻入益53億円を含んでいます。
　　　

不良債権処理額
一般貸倒引当金繰入額（△は戻入益）

与信費用

平成27年度中間期 28年度中間期 29年度中間期

90

72

△26

177

△146

163 150

△146

210

140

0
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（注）（　）内は税引前中間純利益

平成27年度中間期

113
(183)

28年度中間期

95
(159)

29年度中間期

203
(297)

●  平成29年度中間期の経常利益は、低金利環境の下、利回りの低下などにより業務粗利益が減少しましたが、貸倒引当金戻入益
を計上したことなどから、前年同期比138億円増加し、298億円となりました。
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SHOKO CHUKIN BANK ●  

Financial Highlights

■ 貸出金の状況

●  中小企業等を取り巻く環境変化に応じ、セーフティネット機能の発揮に取り組みましたが、お取引先の資金需要の低迷や危機対
応業務の不正行為事案への対応に最優先で取り組んだ結果などから、平成29年度中間期の貸出金残高は、前年同期比4,997億円
の減少となりました。

貸出金残高推移（単位：億円）

残高階層別貸出先数の構成（平成29年9月30日現在）

貸出金業種別内訳 （平成29年9月30日現在）

残高階層別貸出残高構成比

地域別名目GDPと商工中金の地域別貸出残高構成比比較

19.2 44.2 17.5 10.4 8.7

18.6 43.3 18.0 11.1 9.0

20.3 44.7 16.4 10.6 8.0

1億円未満 1～5億円 5～10億円 10～20億円 20億円以上

0 100
（％）

平成
27年
9月末

28年
9月末

29年
9月末

0

20,000

40,000

60,000

80,000
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設備資金運転資金

平成27年9月末

95,276

75,126

20,149

28年9月末

94,910

74,024

20,886

29年9月末

89,913

69,322

20,590

1億円未満
70.9%

1～ 5億円
25.0%

20億円以上
0.3%

5～ 10億円
2.9%

10～ 20億円
0.9%

3.6 6.3 37.7

2.9

2.1 4.0 55.6 2.6 8.4 12.9 4.1 2.4 7.9

5.3 37.4 4.0 13.6 19.6 6.0 2.8 8.4

4.1 15.0 15.7 5.6 2.7 9.3

北海道 東北 関東 北陸 中部 近畿 中国 四国 九州・沖縄

100
（％）

（注）地域別名目GDPは平成26年度、商工中金貸出は平成29年9月末時点、国内銀行貸出は平成29年3月末時点。
（資料）内閣府「県民経済計算」、日本銀行「都道府県別預金・現金・貸出金」

地域別名目GDP

商工中金
貸出

国内銀行
貸出

0

情報通信業，運輸業，郵便業
13.3%

金融業，保険業
0.5%

貸出金
8兆9,913億円 

建設業
2.9%

鉱業，採石業，
砂利採取業
0.1%

農業，林業
0.3%

電気・ガス・
熱供給・水道業
0.3%

漁業
0.0%

うち
機械金属製造業
17.0%

製造業
32.8%

海外及び特別国際
金融取引勘定分
0.6 %

卸売業，小売業
31.6%

各種サービス業
10.0%

その他
0.2%

地方公共団体
0.0%

不動産業，物品賃貸業
7.4%
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●  SHOKO CHUKIN BANK

財務ハイライト

■ 不良債権の状況

（注）  自己査定の結果に基づき、破綻先債権（破綻先）、延滞債権（実質
破綻先、破綻懸念先）および3ヵ月以上延滞債権や貸出条件緩和債
権（お取引先の経営再建や支援を図る目的で金利減免など、お取引
先に有利な取り決めを行った貸出金）を開示しています。

 不良債権比率：リスク管理債権の貸出金に占める割合

（注）  自己査定の結果に基づき、破綻先・実質破綻先の債権を「破産更
生債権およびこれらに準ずる債権」、破綻懸念先の債権を「危険
債権」、要注意先の債権のうち「3ヵ月以上延滞債権」および「貸
出条件緩和債権」を「要管理債権」として開示しています。

リスク管理債権および不良債権比率 （単位：億円、％） 金融再生法に基づく開示債権 （単位：億円）

（注）  内部格付に基づき、ご融資先を正常先、要注意先、破綻懸念先、実質破綻先、破綻先の5つ
に区分し、開示しています。

自己査定の債務者区分別残高 （単位：億円）

平成27年9月末 28年9月末 29年9月末
金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

破綻先 654 0.7% 623 0.6% 587 0.6%
実質破綻先 1,058 1.1% 1,260 1.3% 1,071 1.2%
破綻懸念先 2,816 2.8% 2,533 2.6% 2,282 2.5%
要注意先 29,348 29.8% 28,500 29.1% 25,942 28.0%

要管理先 150 0.1% 164 0.2% 234 0.2%
その他
要注意先 29,198 29.7% 28,335 28.9% 25,707 27.8%

正常先 64,570 65.6% 65,014 66.4% 62,731 67.7%
合計 98,448 100.0% 97,934 100.0% 92,615 100.0%

延滞債権
（左軸）

破綻先債権
（左軸）

不良債権比率
（右軸）

貸出条件
緩和債権・
3ヵ月以上
延滞債権（左軸）

平成27年9月末

3,657
129

283

3,2443,244

3,488
147

266

3,0743,074

28年9月末

3,232
212

251

2,7692,769

29年9月末

3.93.9
3.63.63.73.7

0
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29年9月末平成27年9月末

97,464

93,789
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2,816

129

正常債権 要管理債権 危険債権 破産更生債権
およびこれらに
準ずる債権

28年9月末

96,868

93,368

819

2,533

147

91,702

88,461

746

2,282

212

80,000
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100,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000
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SHOKO CHUKIN BANK ●  

Financial Highlights

償却・引当について

破綻懸念先以下残高推移 （単位：億円）

0

1,000

2,000

3,000

5,000

4,000

破綻懸念先以下残高 IV分類額控除後

4,529

平成27年9月末

3,545

4,418

3,353

28年9月末

3,942

3,029

29年9月末

●  リスク管理債権および金融再生法に基づく開示債権は自己査定により回収不能と区分された債権額（Ⅳ分類額）を控除した金額
で表示しています。
なお、平成29年9月末において、控除した金額はそれぞれ次の通りです。
リスク管理債権…「破綻先債権」については327億円、「延滞債権」については576億円
金融再生法に基づく開示債権…「破産更生債権およびこれらに準ずる債権」については912億円

●  自己査定の債務者区分別残高にはⅣ分類額を含みます。
●  リスク管理債権は貸出金のみを対象としています。

自己査定対象債権・金融再生法に基づく開示対象債権は、貸出金のほか、商工中金保証付私募債（商工中金がその元本の償還お
よび利息の支払の全部または一部について保証している私募による社債）、外国為替、支払承諾見返や未収利息、仮払金など貸出
金に準ずる債権を含みます。

●  自己査定において要注意先に区分されたお取引先を中心として、経営改善計画の策定支援・フォローを通じ、お取引先の経営改
善に向けた積極的な取組みを行っています。

●  今後につきましても、こうした取組みに注力し、自己査定を通じた適切な債権管理を実施することで、債権・財務の健全性を維
持・確保していきます。

　商工中金は、自己査定に基づき適正な償却・引当を実施しており、監査法人による会計監査を受けています。現
状の不良債権に対して十分な処理を完了している状況にあります（償却・引当基準につきましては、46ページ「重
要な会計方針（平成29年度中間期）5．引当金の計上基準」に記載しています）。
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●  SHOKO CHUKIN BANK

財務ハイライト

預金
残高合計

5兆1,062億円 

定期性預金
3兆2,359億円
63.4％

流動性預金
1兆 7,801億円 
34.8％

その他
901億円 
1.8％

■ 資金調達の状況

■ 自己資本の状況

●  平成29年9月期の総自己資本比率は13.50％と安定した水準で推移しております。
● また、自己資本に占める中核的自己資本（普通株式等Tier1）の割合が高いことなど、自己資本の質は高いものとなっています。

資金調達の内訳 （平成29年9月30日現在）

募集債中間期発行額 （単位：億円）

預金残高内訳（平成29年9月30日現在）

自己資本比率の推移（単位：％）自己資本等の推移（単位：億円）

資金量
残高合計

10兆564億円 

譲渡性預金
3,000億円 
3.0％

債券
4兆6,500億円 
46.2％

預金
5兆1,062億円 
50.8％

8,000

0

4,000

6,000

2,000

平成27年度中間期

6,408

3,044

376

2,613

375

28年度中間期

5,607

2,542

2,452

613

5年債 3年債 1年債10年債

29年度中間期

4,879

2,302

2,375

202

8.0

9.0

10.0

11.0

14.0

12.0

13.0

総自己資本比率
普通株式等Tier1比率

（注）商工中金は株式会社商工組合中央金庫法第23条第1項およびそれに基づく
　　金融庁・財務省・経済産業省告示により、自己資本比率の向上に努めています。

平成27年9月末

13.63

12.19

28年9月末

13.23

11.95

29年9月末

13.50

12.43

平成27年9月末 28年9月末 29年9月末

総自己資本 9,897 9,872 10,116 

普通株式等Tier1 8,851 8,916 9,315 

うち民間保有株式 1,170 1,170 1,170 

うち政府保有株式 1,016 1,016 1,016 

うち危機対応準備金 1,500 1,500 1,500 

うち特別準備金 4,008 4,008 4,008 

うち利益剰余金 1,187 1,240 1,616

● 募集債による効率的な調達に加え、個人・法人預金を主
体とした資金調達の基盤拡充に努めています。

26

財
務
ハ
イ
ラ
イ
ト 

▼ 

資
金
調
達
の
状
況
、
自
己
資
本
の
状
況

010_0284185683001.indd   26 2018/01/17   14:39:31


